
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助金等交付公募取扱要綱 

（R6.4.1～） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



商工観光みらい応援事業補助金等交付公募取扱要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、町補助金交付規則（昭和４２年規則第５号）、中富良野町商工業総合

振興条例（平成１０年条例第１６号）に基づく補助金等の交付申請を行おうとする個人・

団体の公募の手続きに関し、必要な事項を定めるものとする。 

（目的） 

第２条 公募の対象となる事業及び活動は、商工業者の経営の向上及び利益の増進に寄与

することを目的とする。 

（応募） 

第３条 公募の対象事業及び活動に応募しようとする者は、商工観光みらい応援事業補助

金等交付公募申請書（様式１）、事業・活動・効果計画書（様式２）、団体の概要調書（様

式３）、商工会未加入の場合は商工会加入確約書（様式７）及びふるさと納税返礼品事業

参加確認書（様式８）に必要事項を記載し、企画課商工観光係に持参の上提出する。 

（対象者） 

第４条 応募できる者は、商工会に所属する（商工会加入確約書を提出し、会員資格取得

後、速やかに商工会に加入する者を含める。）商工業者及び商工業者３人以上で構成され

る団体で、次に掲げる団体以外の団体とする。ただし、応募できる者が事業を実施する

不動産を賃貸借等している場合は、不動産の所有権者と連名で申請するものとする。 

（１）政治、宗教等を目的とする団体 

（２）町が施策として交付している補助金等を受けている団体 

２ 国及び北海道が実施する補助金等の交付決定を受けた事業のうち、町長が必要と認め

る事業に限り、商工観光みらい応援事業補助金の上乗せ支援事業の対象者とする。 

３ 令和６年４月１日以降の申請から起算して２回目以降の申請を行う場合は、同条第２

項に規定する者のみ対象者とする。ただし、町長が特に認めた場合はこの限りでない。 

 （補助金の限度額及び補助率等） 

第５条 補助金の交付限度額は、１事業につき個人１，０００千円、団体２，０００千円

とする。ただし、前条第２項及び第３項に規定する対象事業の補助金の交付限度額は、

町長が別途定めるものとする。 

２ 補助対象経費に対する補助率は、町長が必要と認めた経費の２分の１以内とする。た

だし、ふるさと納税返礼品事業の補助対象経費に対する交付額に限り、１０分の６以内

とし、前条第２項及び第３項に規定する対象事業の補助対象経費に対する補助率は、町

長が別途定めるものとする。 

（募集） 

第６条 補助金等交付の公募は、町長が毎年度応募期間を定め、その都度「中富良野町ホ

ームページ」等により町民に周知して行うこととする。 

（選定及び報告） 

第７条 応募された事業及び活動に対し、補助金等交付公募検討委員会を設置し、補助金

等交付基準による審査及び聴聞を経たのち選定及び順位付けを行い、その結果を町長に

報告するものとする。 



（決定、通知及び公表） 

第８条 町長は、前条の規定による報告を受けたときは、補助金等の交付又は不交付の決

定をしなければならない。 

２ 町長は、前項の決定をしたときは、申請者に対し速やかに商工観光みらい応援事業補

助金等交付公募申請選定結果通知書（様式４）により通知するとともに、交付対象とな

った個人・団体は「広報なかふらの」で公表するものとする。 

（実績報告） 

第９条 補助金等の交付決定を受けた者は、事業完了後に商工観光みらい応援事業補助金

等交付公募実績報告書（様式５）及び確約書（様式６）に必要事項を記載し、企画課商

工観光係に持参の上提出する。 

（額の決定、支払い） 

第１０条 補助金の額は、実績報告により決定する。支払いは補助金の請求があった日か

ら起算し、４０日以内に支払うものとする。 

（補助金の返還） 

第１１条 対象者が次の各号のいずれかに該当すると認められるときは、町長は、補助金

の全部又は一部の返還を命ずることができる。ただし、町長が特に認めた場合はこの限

りでない。 

（１）補助金交付決定後５年以内に対象者が事業活動の中止又は目的・内容の変更があっ

たとき。 

（２）虚偽の申請等、不正な手段により補助金の交付を受けたとき。 

（３）この要綱に定める事項に違反したとき。 

（補則） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、補助金等交付の公募の手続きに関し必要な事項

は、別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成２１年４月１日から施行し、平成２１年度分の予算にかかる補助金か

ら適用する。 

  附 則 

この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成３０年１月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則 



この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、令和３年７月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和５年８月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


